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税務訴訟資料 第２５８号－１９７（順号１１０５５） 

京都地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（右京税務署長） 

平成２０年１０月２１日棄却・控訴 

 

判 示 事 項  

(1) 事業所得と給与所得の判断基準 

(2) 納税者が、法律相談名簿への登載を受けた上で法律相談を担当することは、強制加入団体である

Ｘ弁護士会の会則上の義務として定められており、納税者に、原則として諾否の自由はなく、また、

本件相談業務に従事するに当たり、Ｘ弁護士会から特定の場所・日時を指定され、府及び市の職員が

その設備を用いて運営する会場において、Ｘ弁護士会法律相談センター規程に定められた遵守事項に

従いつつ、１件当たり２０分で法律相談に応じることが求められているほか、本件日当が相談件数に

かかわらず、定額であることからすれば、本件日当は、Ｘ弁護士会又は府及び市から、空間的、時間

的な拘束を受け、その指揮命令の下に提供した労務の対価として支給されたものというべきであり、

給与所得に該当するとの納税者の主張が、本件日当は、Ｘ弁護士会の会員である納税者が、Ｘ弁護士

会の会員らの総意により、弁護士の使命を達成するための公益的活動の一環である無料法律相談活動

を行うための規律として自治的に定められた本件規程の規定に従い、無料法律相談業務に従事した対

価として、Ｘ弁護士会から納税者に対し支給されたものであると認められるから、その給付の原因で

あるＸ弁護士会と納税者との間の法律関係は、雇用契約又はこれに類する支配従属関係ではないこと

が明らかであり、「雇用契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命令に服して提供した労務

の対価として使用者から受ける給付（給与所得）」に当たらないとして排斥された事例 

(3) 医師又は歯科医師が地方公共団体等の開設する救急センター、病院等において休日、祭日又は夜

間に診療等を行うことにより地方公共団体等から支給を受ける委嘱料等や、財団法人Ｙの委嘱を受け

た相談担当弁護士が財団法人Ｙから支給を受ける日当が給与所得として扱われていることとの比較

においても、本件日当は給与所得に当たると解すべきであるとの納税者の主張が、地方公共団体等の

開設する休日急病診療所等において休日診療等を担当した医師等に対する報酬の支払者とその支払

を受ける診療担当医師等との間の法律関係及び財団法人Ｙにおいて交通相談業務を担当した弁護士

に対する日当の支払者である財団法人Ｙと相談担当弁護士との間の法律関係は、本件相談業務に関す

る納税者とＸ弁護士会との間の法律関係とは異なり、会員間の自治的な取り決めに基礎をおくもので

あるとは認められないから、これらの報酬又は日当と比較して本件日当の性格を論ずることは、その

前提を欠き失当であるとして排斥された事例 

判 決 要 旨  

(1) およそ業務の遂行ないし労務の提供から生ずる所得が所得税法上の事業所得（所得税法２７条１

項、所得税法施行令６３条１２号）と給与所得（所得税法２８条１項）のいずれに該当するかを判断

するにあたっては、租税負担の公平を図るため、所得を事業所得、給与所得等に分類し、その種類に

応じた課税を定めている所得税法の趣旨、目的に照らし、当該業務ないし労務及び所得の態様等を考

察しなければならない。その場合、判断の一応の基準として、両者を次のように区別するのが相当で

ある。すなわち、事業所得とは、自己の計算と危険において独立して営まれ、営利性、有償性を有し、

かつ反覆継続して遂行する意思と社会的地位とが客観的に認められる業務から生ずる所得をいい、こ
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れに対し、給与所得とは雇傭契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命令に服して提供した

労務の対価として使用者から受ける給付をいう。なお、給与所得については、とりわけ、給与支給者

との関係において何らかの空間的、時間的な拘束を受け、継続的ないし断続的に労務又は役務の提供

があり、その対価として支給されるものであるかどうかが重視されなければならない（最高裁昭和５

６年４月２４日第二小法廷判決・民集３５巻３号６７２頁参照）。 

(2)・(3) 省略 

 

判 決 

原告         甲 

同訴訟代理人弁護士  出口 治男 

同          石川 泰久 

同          向井 裕美 

同          新崎 長政 

被告         国 

同代表者法務大臣   森 英介 

処分行政庁      右京税務署長 髙杭宏吉 

被告指定代理人    鈴木 紀子 

同          村上 幸隆 

同          森口 季夫 

同          山本 丙午 

同          藤井 敬三 

同          中島 孝一 

同          福田 達也 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 右京税務署長が原告に対して平成１７年３月１５日付けでした平成１４年分の所得

税の更正処分（ただし、平成１９年２月１５日付け更正処分によって減額された後の部

分）のうち、総所得金額３４９３万７０３９円、納付すべき税額３４６万０６００円を

超える部分を取り消す。 

２ 右京税務署長が原告に対して平成１７年３月１５日付けでした平成１４年１月１日

から平成１４年１２月３１日までの課税期間に係る消費税及び地方消費税の更正処分

のうち、課税標準額７１７１万６０００円、消費税については差引税額１４３万４３０

０円、地方消費税については譲渡割額３５万８５００円を超える部分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、Ａ弁護士会所属の弁護士である原告が、同弁護士会法律相談センターの行う
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無料法律相談業務に従事した対価として同弁護士会から支給された日当を給与所得と

して確定申告をしたのに対し、右京税務署長がこれを事業所得であるとして更正処分を

したところ、被告に対し、その取消しを求めた事案である。 

２ 基礎となる事実（争いのない事実並びに各項掲記の各書証及び弁論の全趣旨によって

認められる事実） 

(1) 原告は、Ａ弁護士会に所属する弁護士であり、京都市内に事務所を設けて弁護士

業務を行っている。 

(2) 原告は、平成１５年３月１４日、原告の平成１４年分の所得税について別表１、

原告の平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日までの課税期間（以下「本件

課税期間」という）に係る消費税について別表２の各確定申告欄記載のとおりの内容

の確定申告をした。 

 原告は、上記各確定申告において、Ａ弁護士会法律相談センター（以下「法律相談

センター」という。）が京都府及び京都市から委託を受けて行う無料法律相談業務（以

下「本件相談業務」という。）に従事した対価としてＡ弁護士会から平成１４年中に

支給された別表３の金額欄記載の各日当合計１５万円（以下「本件日当」という。）

を給与所得としていた。 

(3) 右京税務署長は、本件日当は給与所得ではなく、事業所得であるとして、平成１

７年３月１５日付けで、原告の平成１４年分の所得税について別表１、原告の本件課

税期間に係る消費税について別表２の各更正処分欄記載のとおりの内容の更正処分

をした（甲１、甲２。以下、これらの更正処分をそれぞれ「本件所得税更正処分」、「本

件消費税更正処分」といい、これらを併せて「本件各更正処分」という。）。 

(4) 原告は、本件各更正処分を不服として、平成１７年３月２４日、右京税務署長に

対し異議申立てをしたが（甲３）、右京税務署長は、同年６月２２日、上記各異議申

立てをいずれも棄却する旨の決定をした（甲４、甲５）。 

 原告は、平成１７年６月３０日、国税不服審判所長に対し、本件各更正処分のうち、

給与所得として申告した１５万円を事業所得とした部分の取消しを求める審査請求

をしたが（甲６）、国税不服審判所長は、平成１８年３月２７日付けで、上記各審査

請求をいずれも棄却する旨の裁決をし、同裁決書謄本は同年４月７日に原告に送達さ

れた（甲７の１・２）。 

(5) 右京税務署長は、原告の平成１４年分の所得税について、原告の確定申告では、

本件日当に係る源泉徴収税額として別表３の源泉徴収税額欄記載のとおり合計１万

３２００円が計上されていたところ、源泉徴収されるべき額は正しくは別表４記載の

とおり合計１万５０００円であるとして、平成１９年２月１５日付けで、別表１の再

更正処分欄記載のとおり、原告が納付すべき税額を減額する内容の更正処分（以下「本

件所得税再更正処分」という。）をした（甲１４）。 

(6) 右京税務署長が本件所得税更正処分（ただし、本件所得税再更正処分による一部

取消し後のもの）において原告が納付すべき税額等を算出した根拠は、以下のとおり

である。 

ア 総所得金額 ３４９８万５３３９円 

 上記の額は、以下の(ア)ないし(ウ)の合計額である。 
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(ア) 事業所得の金額 ３１０３万９５７４円 

 上記の額は、原告が平成１４年分の確定申告書に事業所得の金額として記載し

た額に、原告が給与収入としていた本件日当１５万円及び雑所得としていたＡ弁

護士会から支給されたその他の日当（以下「本件その他の日当」という。）４万

８０００円を加算した額である。 

(イ) 給与所得の金額 ９３万９９００円 

 上記の額は、原告が平成１４年分の確定申告書に給与収入の金額として記載し

た額から本件日当１５万円を減額した額から、所得税法２８条３項に規定する給

与所得控除額を同条２項の規定に基づいて控除した後の額である。 

(ウ) 雑所得の金額 ３００万５８６５円 

 上記の額は、原告が平成１４年分の確定申告書に雑所得の収入金額として記載

した額から本件その他の日当４万８０００円を減額し、支払事実がない必要経費

１万４４００円を加算した額である。 

イ 所得控除の金額 ３９７万３２９０円 

 上記の額は、原告が平成１４年分の確定申告書に記載したのと同額である。 

ウ 課税総所得金額 ３１０１万２０００円 

 上記の額は、アの額からイの額を控除した後の額（ただし、国税通則法１１８条

１項により、１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額 ３４７万１３００円 

 上記の額は、以下の(ア)の額から(イ)及び(ウ)の合計額を控除した額（ただし、

国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）

である。 

(ア) 算出税額 ８９８万４４４０円 

 上記の額は、ウの額に所得税法８９条１項（経済社会の変化等に対応して早急

に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（以下「負担軽減法」

という。）４条による。）の規定を適用して算出した額である。 

(イ) 定率減税額 ２５万００００円 

 上記の額は、負担軽減法６条２項の規定に基づいて計算した額であり、原告が

平成１４年分の確定申告書に記載したのと同額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 ５２６万３１３４円 

 上記の額は、原告が平成１４年分の確定申告書に記載した額に、原告が本件日

当に係る源泉徴収額とした１万３２００円と源泉徴収されるべき額である１万

５０００円との差額である１８００円を加算した額である。 

(7) 右京税務署長が本件消費税更正処分において原告が納付すべき税額等を算出した

根拠は、以下のとおりである。 

ア 課税売上高 ７１８５万８９６２円 

 本件日当及び本件その他の日当は事業所得に当たるとすると、消費税法上の事業

者が行った資産の譲渡等に該当するため、消費税法４条１項及び地方税法７２条の

７７の２号の規定により消費税等を課すこととなる。 

 上記の額は、原告が本件課税期間の消費税等の確定申告書に本件課税期間の課税
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売上高として記載した額と本件日当１５万円及び本件その他の日当４万８０００

円との合計額に１０５分の１００を乗じて算出した額を加算した額である。 

イ 課税標準額 ７１８５万８０００円 

 上記の額は、アの額から１０００円未満の端数を切り捨てた額である（消費税法

２８条１項、国税通則法１１８条１項）。 

ウ 課税標準に対する消費税額 ２８７万４３２０円 

 上記の額は、イの額に１００分の４を乗じて算出した額である（消費税法２９条）。 

エ 控除対象仕入税額 １４３万７１６０円 

 上記の額は、ウの額に簡易課税制度のみなし仕入率５０パーセントを乗じた額で

ある。なお、原告は簡易課税制度選択届出書を提出しており、弁護士業は第５種事

業に該当することから、みなし仕入率は５０パーセントである（消費税法３７条、

消費税法施行令５７条）。 

オ 消費税の納付税額 ２万９８００円 

 上記の額は、以下の(ア)の額から(イ)の額を控除した額である。 

(ア) 差引税額 １４３万７１００円 

 上記の額は、ウの額からエの額を差し引き、１００円未満の端数を切り捨てた

額（国税通則法１１９条１項）である。 

(イ) 中間納付税額 １４０万７３００円 

 上記の額は、原告が本件課税期間の消費税等の確定申告書に記載したのと同額

である。 

カ 地方消費税額 

(ア) 課税標準となる消費税額 １４３万７１００円 

 上記の額は、オ(ア)の額である（地方消費税に係る課税標準は、地方税法７２

条の８２の規定により消費税額を用いる。）。 

(イ)納付譲渡割額 ７４００円 

 上記の額は、以下のａの額からｂの額を控除した額である。 

ａ 譲渡割納税額 ３５万９２００円 

 上記の額は、(ア)の額に１００分の２５を乗じ（地方税法７２条の８３）、

１００円未満の端数を切り捨てた額である（同法２０条の４の２第３項）。 

ｂ 中間納付譲渡割額 ３５万１８００円 

 上記の額は、原告が本件課税期間の消費税等の確定申告書に記載したのと同

額である。 

キ 消費税及び地方消費税の合計納付税額 ３万７２００円 

 上記の額は、オの額とカ(イ)の額の合計額である。 

(8) 本件日当が事業所得に当たるとすると、本件所得税更正処分（ただし、本件所得

税再更正処分による一部取消し後のもの）のとおり、原告の平成１４年分の所得税に

係る総所得金額は３４９８万５３３９円、納付すべき税額は３４７万１３００円とな

るのに対し、本件日当が給与所得に当たるとすると、別表１の仮定計算欄記載のとお

り、原告の平成１４年分の所得税に係る総所得金額は３４９３万７０３９円、納付す

べき税額は３４６万０６００円となる。 
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 また、本件日当が事業所得に当たるとすると、本件消費税更正処分のとおり、原告

の本件課税期間に係る消費税及び地方消費税の課税標準額は７１８５万８０００円、

消費税の差引税額は１４３万７１００円、地方消費税の譲渡割納税額は３５万９２０

０円となるのに対し、本件日当が給与所得に当たるとすると、別表２の異議申立て欄

及び審査請求欄記載のとおり、原告の本件課税期間に係る消費税及び地方消費税の課

税標準額は７１７１万６０００円、消費税の差引税額は１４３万４３００円（ただし、

別表２の上記各欄の記載は端数切捨て前の額）、地方消費税の譲渡割納税額は３５万

８５００円となる。 

３ 争点及び争点についての当事者の主張 

 本件日当は、事業所得に当たるか、給与所得に当たるか 

（被告の主張） 

ア 原告は、直接的にはＡ弁護士会法律相談センター規程（会規第１０号。以下「本件

規程」という。甲８）８条に基づく法律相談センターの指定により本件相談業務に従

事したものであるが、本件規程はＡ弁護士会の総会により改廃できるものであり、原

告はＡ弁護士会の会員として本件規程の適用を受けるものであるから、原告は、雇用

契約又はこれに類する関係に基づき労務を提供したものではない。 

イ 本件規程が定める法律相談に当たっての遵守事項は、一般的な指導監督にすぎず、

Ａ弁護士会は、原告に対し、法律相談の内容については何ら指揮命令をしていない。

また、指定された相談担当日に差支えを生じた場合には交代も可能であり、原告が本

件相談業務に従事する際にＡ弁護士会から受けている空間的、場所的拘束は極めて希

薄である。したがって、原告は、Ａ弁護士会の指揮命令に従って労務を提供したとは

いえない。 

ウ 原告は、弁護士としての公益的使命の実現のため、弁護士法並びにこれを受けて定

められたＡ弁護士会会則（以下「本件会則」という。乙１）及び本件規程の規定に基

づき本件相談業務に従事して、本件日当の支給を受けたものであるから、本件相談業

務は、原告の計算と危険において独立して営まれたものであり、本件日当は、事業所

得に当たる。 

（原告の主張） 

ア 原告が、法律相談名簿への登載を受けた上で法律相談を担当することは、強制加入

団体であるＡ弁護士会の本件会則上の義務として定められており、原告には、原則と

して諾否の自由はない。 

 そして、原告は、本件相談業務に従事するに当たり、Ａ弁護士会から特定の場所・

日時を指定され、京都府及び京都市の職員がその設備を用いて運営する会場において、

本件規程に定められた遵守事項に従いつつ、１件当たり２０分で法律相談に応じるこ

とが求められており、その対価として支給される日当はは、相談件数にかかわらず、

定額である。 

 したがって、本件日当は、Ａ弁護士会又は京都府及び京都市から空間的、時間的な

拘束を受け、その指揮命令の下に提供した労務の対価として支給されたものというべ

きである。 

イ 所得税基本通達２８－９の２（医師又は歯科医師が支給を受ける休日、夜間診療の
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委嘱料）は、医師又は歯科医師が、地方公共団体等の開設する救急センター、病院等

において休日、祭日又は夜間に診療等を行うことにより地方公共団体等から支給を受

ける委嘱料等は、給与等に該当するとしている。 

 本件日当は、上記の委嘱料等と構造が類似する。 

ウ 財団法人Ｂの全国の支部においては、法律相談日当について、給与所得として源泉

徴収がされている。 

エ したがって、本件日当は、給与所得に当たる。 

第３ 争点に対する判断 

１ 所得税法２７条１項は、「事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サ

ービス業その他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該

当するものを除く。）をいう。」と規定している。これを受けて、所得税法施行令６３条

（事業の範囲）は、同項に規定する政令で定める事業として、その１号ないし１１号に

おいて、農業、製造業、サービス業等の具体的な事業類型を定めるほか、その１２号に

おいて、「前各号に掲げるもののほか、対価を得て継続的に行なう事業」と定めている。 

 一方、所得税法２８条１項は、「給与所得とは、俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並

びにこれらの性質を有する給与に係る所得をいう。」と規定している。そして、最高裁

昭和５６年４月２４日第２小法廷判決・民集３５巻３号６７２頁（以下「最高裁昭和５

６年判決」という。）は、「およそ業務の遂行ないし労務の提供から生ずる所得が所得税

法上の事業所得（所得税法２７条１項、所得税法施行令６３条１２号）と給与所得（同

法２８条１項）のいずれに該当するかを判断するにあたっては、租税負担の公平を図る

ため、所得を事業所得、給与所得等に分類し、その種類に応じた課税を定めている所得

税法の趣旨、目的に照らし、当該業務ないし労務及び所得の態様等を考察しなければな

らない。」、「その場合、判断の一応の基準として、両者を次のように区別するのが相当

である。すなわち、事業所得とは、自己の計算と危険において独立して営まれ、営利性、

有償性を有し、かつ反覆継続して遂行する意思と社会的地位とが客観的に認められる業

務から生ずる所得をいい、これに対し、給与所得とは雇傭契約又はこれに類する原因に

基づき使用者の指揮命令に服して提供した労務の対価として使用者から受ける給付を

いう。なお、給与所得については、とりわけ、給与支給者との関係において何らかの空

間的、時間的な拘束を受け、継続的ないし断続的に労務又は役務の提供があり、その対

価として支給されるものであるかどうかが重視されなければならない。」と判示してい

る。 

２ 証拠（甲８、甲９の１・２、甲１０の１・２、甲１１、乙１ないし乙３）及び弁論の

全趣旨によれば、本件日当の性格に関し、次のとおりの事実が認められる。 

(1) Ａ弁護士会は、弁護士法７２条（非弁護士の法律事務の取扱い等の禁止）の反面

義務として、市民が法律相談を受ける機会の拡充を志向しており、本件規程を定め、

同会に法律相談センターを設置して、京都府市民のために迅速適正な法律相談、弁護

士紹介等を行い、もって人権の擁護及び社会正義の実現に資するものとしている（本

件規程１条）。 

 本件規程は、法律相談センターは、法律相談所の開設並びに運営、地方公共団体そ

の他の団体の委嘱による無料法律相談活動等の業務を行うものとし（２条）、法律相

【判示(1)】 
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談センターに、弁護士会員の希望を照会し調整して作成した無料法律相談担当弁護士

名簿を含む１０種の名簿を備え付けるものとしている（４条）。そして、弁護士会員

は、老齢、病気その他やむを得ない事情による場合を除いて、少なくとも上記各名簿

のうち無料法律相談担当弁護士名簿を含む５種の名簿のいずれかへの登載を申し出

て、法律相談センターの行う業務に協力しなければならないものとし（７条）、法律

相談センターは、上記各名簿に従い、各種法律相談の担当弁護士会員及び相談担当日

を指定するものとしている（８条）。一方、本件会則は、会員は、弁護士の使命であ

る基本的人権の擁護と社会正義の実現を達成するため、Ａ弁護士会が設置している各

種委員会の活動及び同会の行う公益的活動に積極的に参加しなければならない旨規

定しており（１６条の２）、これによると、本件規程の規定する法律相談センターの

行う業務に対する協力は、本件会則１６条の２の規定する公益的活動への参加の一環

と認められる。 

 また、本件規程は、法律相談担当弁護士の遵守事項として、①担当時間を厳守し、

その時間中、担当場所に詰め、誠実に相談事務を処理すること、②やむを得ない事由

により、相談担当日に差支えを生じた場合は、自ら交代の弁護士を定め、事前に法律

相談センターに届け出ること、③自己又は特定の弁護士及び弁護士法人のために事件

の依頼を勧誘しないこと、④担当した相談についての遅刻等の不始末、相談者からの

苦情申入れなどに関するＡ弁護士会からの照会に誠実に回答することを定めている

（９条）。 

 そして、本件規程は、Ａ弁護士会は、各法律相談担当弁護士等に対し、常議員会の

議により定める額の旅費日当等を支給するものとしており（１１条）、これを受けて、

Ａ弁護士会法律相談センター旅費日当等支給規則（規則第５５号。以下「本件規則」

という。甲１１）は、京都市内に事務所を設ける弁護士が京都市内（伏見区、山科区

及び西京区を除く。）において担当する無料法律相談に対して支給する旅費日当等の

額を、一律に１万５０００円と定めている（１条１号）。 

(2) 本件規程（会規）の制定及び改廃は、Ａ弁護士会総会の決議事項とされており、

本件規則の制定及び改廃は、Ａ弁護士会常議員会の決議事項とされている（本件会則

５条２項、２８条３号、４４条２項４号）。 

 また、法律相談センターの運営は、Ａ弁護士会の会長が常議員会の議を経て弁護士

会員の中から選任した委員をもって組織される法律相談センター運営委員会が行う

ものとされている（本件規程３条）。 

(3) 京都府は、平成１３年４月１日及び平成１４年４月１日、Ａ弁護士会に対し、京

都府が行う京都府民無料法律相談事業のうち、京都府民無料法律相談に係る指導及び

助言に関する業務を、委託期間を１年と定めるほか、委託料並びに委託業務の実施場

所、実施回数、実施時間等を具体的に定めて委託し、Ａ弁護士会は、会長が常議員会

の議を経て（本件規程６条）、これを受託した（甲９の１・２）。 

 また、京都市は、平成１３年４月１日及び平成１４年４月１日、Ａ弁護士会に対し、

京都市無料法律相談事業に係る相談業務を、委託期間を１年と定めるほか、委託料並

びに委託業務の実施場所、実施期日、実施時間等を具体的に定めて委託し、Ａ弁護士

会は、同様にこれを受託した（甲１０の１・２）。 
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(4) 原告は、法律相談センターが、同センターに備え付けられた無料法律相談担当弁

護士名簿に従い、Ａ弁護士会が京都府及び京都市との間の(3)の各契約に基づき受託

した無料法律相談業務について、原告を担当弁護士として指定したため、別表３の実

施日欄記載の各日に、同表の相談場所欄記載の各場所における無料法律相談業務に従

事し、その対価として、Ａ弁護士会から本件日当の支給を受けた。 

３ 上記の事実によれば、本件日当は、Ａ弁護士会の会員である原告が、同会の会員らの

総意により、弁護士の使命を達成するための公益的活動の一環である無料法律相談活動

を行うための規律として自治的に定められた本件規程の規定に従い、無料法律相談業務

に従事した対価として、Ａ弁護士会から原告に対し支給されたものであると認められる

から、その給付の原因であるＡ弁護士会と原告との間の法律関係は、雇用契約又はこれ

に類する支配従属関係ではないことが明らかである。 

 したがって、本件日当は、「雇用契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命

令に服して提供した労務の対価として使用者から受ける給付」に当たらないというべき

である。 

 なお、本件規程９条（遵守事項）によれば、法律相談担当弁護士は、法律相談センタ

ーから相談を担当すべき日時・場所の指定を受けたときは、自ら交代の弁護士を定めて

届け出ない限り、指定された日時・場所において法律相談を担当することを要し、また、

自己又は特定の弁護士及び弁護士法人のために事件の依頼を勧誘してはならず、担当し

た相談についての遅刻等の不始末、相談者からの苦情申入れ等に関するＡ弁護士会から

の照会に誠実に回答すべきものとされているが、これらの遵守事項は、法律相談業務が

公益的活動であることに伴う最低限のルールを定めたものにすぎないと認められ、本件

規程に上記の規定があることは、本件日当が「雇用契約又はこれに類する原因に基づき

使用者の指揮命令に服して提供した労務の対価として使用者から受ける給付」に当たら

ないとの判断を左右するものではない。 

４ 原告は、医師又は歯科医師地方公共団体等の開設する救急センター、病院等において

体日、祭日又は夜間に診療等を行うことにより地方公共団体等から支給を受ける委嘱料

等や、財団法人Ｂの委嘱を受けた相談担当弁護士が同センターから支給を受ける日当が

給与所得として扱われていることとの比較においても、本件日当は給与所得に当たると

解すべきであると主張する。 

 しかし、証拠（乙１２ないし乙１６、社団法人Ｃ医師会、社団法人Ｄ医師会及び財団

法人Ｂに対する各調査嘱託の結果）によれば、以下のとおり、地方公共団体等の開設す

る休日急病診療所等において休日診療等を担当した医師等に対する報酬の支払者とそ

の支払を受ける診療担当医師等との間の法律関係及び財団法人Ｂにおいて交通相談業

務を担当した弁護士に対する日当の支払者である同財団法人と相談担当弁護士との間

の法律関係は、本件相談業務に関する原告とＡ弁護士会との間の法律関係と異なり、会

員間の自治的な取り決めに基礎をおくものであるとは認められないから、これらの報酬

又は日当と比較して本件日当の性格を論ずることは、その前提を欠き失当である。 

(1) 財団法人Ｈ診療所が京都市の委託を受けて実施するＨ診療所等における休日診療

等の場合、担当医師に対する報酬の支払者は、財団法人Ｈ診療所であり、財団法人Ｈ

診療所と社団法人Ｃ医師会との間には、財団法人Ｈ診療所が管理する診療業務に従事

【判示(2)】 

【判示(3)】 
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する医師の派遣に関する契約書及び覚書が存在し、上記覚書において、休日診療等に

派遣する医師の数及びその医師を社団法人Ｃ医師会が措置すること並びに派遣する

医師に対する報酬の額が定められているが、社団法人Ｃ医師会内部又は社団法人Ｃ医

師会と担当医師との間には、休日診療等に関する取り決めはない。 

 財団法人Ｅ事業団が大阪市の委託を受けて実施する休日急病診療所等における休

日診療等の場合も、担当医師に対する報酬の支払者は、財団法人Ｅ事業団であり、財

団法人Ｅ事業団と社団法人Ｆ医師会との間には、急病診療に関する委託契約書及び大

阪市急病診療業務実施に関する覚書が存在し、上記委託契約書において出務医師に対

する報償費の額が、上記覚書において財団法人Ｅ事業団が社団法人Ｆ医師会に対して

医師の出務その他必要な事業の協力を依頼し、社団法人Ｆ医師会がこれを承諾するこ

とがそれぞれ定められているが、社団法人Ｆ医師会内部又は社団法人Ｆ医師会と担当

医師との間に休日診療等に関する取り決めがあるかは明らかではない。 

(2) 京都市の委託を受けて社団法人Ｄ医師会が運営するＧ診療所等における休日診療

等の場合、担当歯科医師に対する報酬の支払者は、社団法人Ｄ医師会であり、京都市

とその委託を受けた社団法人Ｄ医師会との間には契約が存在するが、社団法人Ｄ医師

会内部又は社団法人Ｄ医師会と担当歯科医師との間には、休日診療等に関する取り決

めはない。 

(3) 財団法人Ｂが実施する交通事故相談業務の場合、相談は、財団法人Ｂの会長又は

支部長が委嘱する相談担当弁護士が行い、財団法人Ｂが相談担当弁護士に対し日当を

支給する。 

５ 以上によれば、本件日当は、給与所得には当たらず、弁護士がその計算と危険におい

て独立して行う業務から生じた所得であって、所得税法施行令６３条１１号にいう「そ

の他のサービス業」から生ずる所得に該当し、事業所得に当たるというべきである。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負担につ

いて行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

京都地方裁判所第３民事部 

裁判長裁判官 中村 隆次 

   裁判官 谷口 園恵 

   裁判官 向 健志 
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（別表１） 

課税の経緯等（所得税） 

（単位：円） 

年分 区分 確定申告 更正処分 異議決定 裁決 再更正処分 仮定計算 

年月日 平成15年3月14日 平成17年3月15日 平成17年6月22日 平成18年3月27日 平成19年2月15日  

総 所 得 金 額 34,922,639 34,985,339 34,985,339 34,937,039

分離株式等の譲渡所得 0 0 0 0

事業所得の金額 30,841,574 31,039,574 31,039,574 30,889,574

給与所得の金額 1,041,600 939,900 939,900 1,041,600
内
訳 

雑 所 得 の 金 額 3,039,465 3,005,865 3,005,865 3,005,865

所 得 控 除 の 合 計 額 3,973,290 3,973,290 3,973,290 3,973,290

源 泉 徴 収 税 額 5,261,334 5,261,334 5,263,134 5,255,634

平

成

14

年

分 

納 付 す べ き 税 額 3,449,700 3,473,100

棄
却 

棄
却 

3,471,300 3,460,600
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（別表２） 

課税の経緯（消費税） 

（単位：円） 

期間 区分 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

年月日 平成15年3月14日 平成17年3月15日 平成17年3月24日 平成17年6月22日 平成17年6月30日 平成18年3月27日

課税標準額 71,670,000 71,858,000 71,716,000 71,716,000

課税標準に対する

消費税額 
2,866,800 2,874,320 2,868,640 2,868,640

控除対象仕入税額 1,433,400 1,437,160 1,434,320 1,434,320

消費税額 1,433,400 1,437,100 1,434,320 1,434,320

消
費
税 

消費税の納付税額 26,100 29,800 27,000 27,000

課税標準となる消

費税額 
1,433,400 1,437,100 1,434,320 1,434,320

譲渡割納税額 358,300 359,200 358,500 358,500

地

方

消

費

税 納付譲渡割額 6,500 7,400 6,700 6,700

平

成

14

年

課

税

期

間 

消費税及び地方消費税

の合計納付税額 
32,600 37,200 33,700

棄
却 

33,700

棄
却 
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（別表３） 

本件日当の状況 

（単位：円） 

実施日 相談場所 金額 源泉徴収税額 

平成14年 1月23日 右京区役所 15,000 600 

平成14年 3月20日 右京区役所 15,000 600 

平成14年 4月 9日 京都府庁 15,000 1,500 

平成14年 5月 7日 京都府庁 15,000 1,500 

平成14年 6月 4日 京都府庁 15,000 1,500 

平成14年 7月30日 京都府庁 15,000 1,500 

平成14年 8月27日 京都府庁 15,000 1,500 

平成14年 9月24日 京都府庁 15,000 1,500 

平成14年10月22日 京都府庁 15,000 1,500 

平成14年11月19日 京都府庁 15,000 1,500 

合計  150,000 13,200 
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（別表４） 

源泉徴収税額（事業） 

（単位：円） 

実施日(平成14年) 相談場所 金額 源泉徴収税額 

 1月23日 右京区役所 15,000 1,500 

 3月20日 右京区役所 15,000 1,500 

 4月 9日 京都府庁 15,000 1,500 

 5月 7日 京都府庁 15,000 1,500 

 6月 4日 京都府庁 15,000 1,500 

 7月30日 京都府庁 15,000 1,500 

 8月27日 京都府庁 15,000 1,500 

 9月24日 京都府庁 15,000 1,500 

10月22日 京都府庁 15,000 1,500 

11月19日 京都府庁 15,000 1,500 

合計  150,000 15,000 

 


